
軽自動車税環境性能割の賦課徴収に係る要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、地方税法（昭和 25 年法律第 226 号。以下「法」という。）附則第 29

条の９から附則第 29条の 17まで及び県内の各市町村税条例の規定により、当分の間、

秋田県知事（以下「知事」という。）が行う軽自動車税の環境性能割の賦課徴収その他

特例の実施のための手続きに必要な様式を定めることを目的とする。

（様式）

第２条 知事は、次の表の左欄に掲げる法令の規定による同表中欄に掲げる書類等の様式

はそれぞれ同表右欄に掲げるところにより行わなければならない。

左欄 中欄 右欄

法附則第 29条の９ 軽自動車税環境性能割の更

正（決定）及び加算金決定通

知書

様式第１号

督促状 様式第２号

軽自動車税環境性能割免除

（徴収猶予）申告書

様式第３号

法附則第 29 条の 10 第１項

及び定置場所在市町村の市

町村条例

軽自動車税環境性能割減免

申請書

様式第４号

軽自動車税環境性能割承認

（不承認）通知書

様式第５号

軽自動車税環境性能割減免

申請受理済

様式第６号

法附則第 29条の 11 軽自動車税環境性能割修正

申告書

様式第７号

法附則第 29条の 13 軽自動車税環境性能割還付

（免除）申請書

様式第８号

法附則第 29条の 9及び附則

第 57 条

軽自動車税環境性能割納税

義務の免除（還付）申請書

様式第９号

法附則第 29条の 12第２項 軽自動車税環境性能割払込

額通知書

様式第１０号

法附則第 29 条の 15 第１項

の規定

軽自動車税環境性能割調定

額等内訳書

様式第１１号

法附則第 29 条の 16 第１項

各号

軽自動車税環境性能割徴収

取扱費通知書

様式第１２号



２ 知事は、前項に定めるものの他、軽自動車税の環境性能割の賦課徴収その他特例の実

施のための手続きに必要な書類等は自動車税の環境性能割の様式に所要の調整をして使

用するものとする。

（雑則）

第３条 知事は、県税条例その他の自動車税の環境性能割の減免又は課税免除の対象とな

る自動車に関する規定が改廃されたときは、速やかに市町村の長に報告することとす

る。

２ 知事は、軽自動車税環境性能割に係る事務について、市町村の長に対し必要な助言を

行うものとする。

附 則

１ この要綱は、令和元年 10月１日から施行する。

２ 知事は、この要綱を改廃しようとするときは、あらかじめ市町村の意見を聴取するも

のとする。



様式第１号 軽自動車税環境性能割の更正（決定）及び加算金額決定通知書

軽自動車税環境性能割の更正(決定)及び加算金決定通知書

年 月 日

納税義務者

住 (居) 所

氏名(名称) 様

秋田県総合県税事務所長 印

次のとおり地方税法附則第29条の９の規定により更正(決定)したので、通知します。

この通知に基づく不足税額並びに不足税額に対する延滞金額及び加算金額については、 年 月 日までに秋

田県指定金融機関、秋田県収納代理金融機関又は東北各県内の郵便局に納付してください。

自動車の車両番号車 名型 式類別区分番号 (形 状)取 得 年 月 日

・ ・

定 置 場 種別用途

摘 要 課 税 標 準 額 税率 税 額

更 正 (決 定) 額 円
100

円

申 告 額
100

差 引 過 不 足 額

加

算

金

区 分 基 本 税 額 率 金 額

過少申告

加 算 金

通常額 円
100

円

加算額
100

計

不 申 告

加 算 金

通常額
100

加算額
100

計

重 加 算 金
100

延 滞 金 額 法律による金額

備 考

この処分に不服がある場合の救

済の方法

1 この処分について不服があるときは、この処分があつたことを知つた日の翌日から起算して3月以内に、知事に対して

審査請求をすることができます。ただし、その期間内であつても、処分があつた日の翌日から起算して1年を経過したと

きは、審査請求をすることができません。なお、審査請求書は、正副2通を作成し、なるべく総合県税事務所長を経由し

て提出してください。

2 この処分の取消しの訴えは、1の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、その裁決があつたことを知つた日の翌日か

ら起算して6月以内に、秋田県を被告として(訴訟において秋田県を代表する者は、秋田県知事となります。)、提起する

ことができます。ただし、その期間内であつても、裁決があつた日の翌日から起算して1年を経過したときは、処分の取

消しの訴えを提起することができません。

3 次のいずれかに該当するときは、1の審査請求に対する裁決を経ないで処分の取消しの訴えを提起することができま

す。

(1) 審査請求があつた日の翌日から起算して3月を経過しても裁決がないとき。

(2) 処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき。

(3) その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。



様式第２号 督促状

)

注 裏面には、様式第１号の例により、この処分に不服がある場合の救済の方法を記載すること。

住(居)所

(所在地)

氏 名 様

(名 称)

督 促 状

次のとおり滞納となつておりますので、至急納めて下さい。

年 月 日

秋 田 県 総 合 県 税 事 務 所 長 印

督促状の根拠規定

・軽自動車税環境性能割(法附則第29条の9第1項)

(参考)自動車税環境性能割(法第173条第1項)

※「法」は地方税法を表します。

滞納処分

この督促状を発付した日から起算して10日を経過した

日までに完納しないときは滞納処分を行います。

この処分に不服がある場合の救済方法

※裏面に記載されています。

年 度 事 業 年 度 等

(実績月・期別)

納 期 限 過少申告加算金

税 目 税 額 不申告加算金

番 号 課税区分 延 滞 金 重 加 算 金

年度 年 月 日 円

円 円

円

年度 円

円 円

円

年度 円

円 円

円

年度 円

円 円

円

年度 円

円 円

円

年度 円

円 円

円

この督促状では納税できません。納付(入)書により最寄りの金融機関から納付

するか、総合県税事務所又は各支所へお越しのうえ納税してください。なお、

この督促状到達前に完納済のときは、行き違いですからあしからずご了承くだ

さい。



様式第３号 軽自動車税環境性能割免除（徴収猶予）申告書

通信日付印 確認 精査

受付印

軽自動車税環境性能割免除（徴収猶予）申告書

　　年　　月　　日

（あて先）秋田県総合県税事務所長

納税義務者

住（居）所
（所在地）

氏　　　名
（名　称）

　地方税法附則第29条の９の規定により、軽自動車税環境性能割の免除（徴収猶予）の規定が適

用されるべきことを申告します。

円軽自動車税
環境性能割額

届出年月日年度 年度 　　・　　・　　

軽自動車車両番号

軽自動車の表示

定　置　場

住 所
( 所 在 地 )

譲渡担保財産の

設 定 者 氏 名
( 名 称 )

譲渡担保財産設定の日 債 権 消 滅 の 日 譲渡 担 保 財産 移 転 の 日

免 除 の 場 合

　　・　　　・　　 　　・　　　・　　 　　・　　　・　　

譲渡担保財産取得の日 債 権 消 滅 予 定 日 譲渡担保財産移転予定日

徴収猶予の場合

　　・　　　・　　 　　・　　　・　　 　　・　　　・　　

備 考

処
理
事
項



様式第４号　その１　軽自動車税環境性能割減免申請書

軽自動車税環境性能割減免申請書

年　　月　　日

（あて先）秋田県総合県税事務所長

申請者

住　　　所

（所在地）

氏　　　名

（名　称）

　地方税法附則第29条の10第１項及び定置場所在市町村の市町村税条例の規定により、
次のとおり申請します。

軽自動車税環境性能割
減免申請額

年度 年度

軽 自 動 車
車 両 番 号

使用目的

定置場（使用の
本拠の位置）

住 所
(所在地)

氏 名
(名 称 )

住 所
(所在地)

氏 名
(名 称 )

新車新規・中古車新規・所有権
移転・使用者変更

取 得 の 種 類 取得年月日 　　・　　・　　

注　１　「使用目的」欄には、救急用、巡回診療用又は血液事業用の別を記入してください。
　　２　「取得の種類」欄は、該当する事項を○で囲んでください。

軽

自

動

車

の

表

示

所

有

者

使

用

者

備

考



様式第４号　その２　軽自動車税環境性能割減免申請書（身体障害者等用）

（表）

軽自動車税環境性能割減免申請書（身体障害者等用）

年　　月　　日

（あて先）秋田県総合県税事務所長

申　請　者 住　所　　　　　　　　　　　

氏　名　　　　　　　　　　

（身体障害者等との関係　　）

　地方税法附則第29条の10第１項及び定置場所在市町村の市町村税条例の規定により、
次のとおり申請します。

軽自動車税
環境性能割減免額

年　度 　　年度 円

住 所
身体障
害者等 　　年　　月　　日

（　　　　　歳）
氏 名 生 年 月 日

軽 自 動 車 車 両 番 号 使 用 目 的

定 置 場
（使用の本拠の位置）

種 別 用 途

住　　所
所　有　者
（使用者）

軽自動車
の表示 身体障害者

等との続柄
氏　　名

住　　所
運　転　者

身体障害者
等との続柄

氏　　名

取 得 の 種 類 取得年月日 　　・　　・　　

種 類 番 号 交付年月日 障 害 名 及 び 障 害 の 程 度

種 類 有 効 期 限 条 件
運 転
免許証

備 考

裏面の留意事項を御覧ください。

新車新規・中古車新規・
所有権移転・使用者変更

身 体
障害者
手帳等



（裏）

留 意 事 項

１　この申請書を提出する際に、身体障害者手帳、戦傷病者手帳（身体障害者手帳の交付を受け
　ていない場合に限ります。）、療育手帳又は精神障害者保健福祉手帳及び自動車を運転する方
　の運転免許証を提示してください。
２　申請書の記入に当たつては、次によつてください。
　⑴　身体障害者等が自ら自動車を運転しない場合には、「使用目的」欄に通学用、通院用若し
　　くは通所用の別又は生業の内容を具体的に記入してください。
　⑵　「種別」欄には、小型、軽の別を記入してください。
　⑶　「用途」欄には、乗用、貨物等の別を記入してください。
　⑷　所有権留保付自動車の場合には、「所有者（使用者）」欄には、使用者について記入して
　　ください。
　⑸　「取得の種類」欄には、該当する事項を○で囲んでください。



様式第４号　その３　軽自動車税環境性能割減免申請書（身体障害者等の利用に供する自動車用）

軽自動車税環境性能割減免申請書（身体障害者等の利用に供する自動車用）

年　　月　　日

（あて先）秋田県総合県税事務所長

申請者

住　　　所

（所在地）

氏　　　名

（名　称）

　地方税法附則第29条の10第１項及び定置場所在市町村の市町村税条例の規定により、
次のとおり申請します。

円軽自動車税
環境性能割減免額

年度 年度

軽自動車車両番号 使用目的

定置場（使用の
本拠の位置）

種 別 用 途

住 所
(所在地)

氏 名
(名 称 )

住 所
(所在地)

氏 名
(名 称 )

新車新規・中古車新規・所有権
移転・使用者変更

取 得 の 種 類 取得年月日 年　　月　　日

円
軽自動車の通常の取得価額(千円未満の端数切捨て) ①

円
減 免 額 の 計 算 構 造 変 更 に 要 し た 金 額 ②

円減免額（①又は②× ）
100 （　欄に再掲）

備 考

軽

自

動

車

の

表

示

所

有

者

使

用

者



様式第４号　その４　軽自動車税環境性能割減免申請書（災害用）

軽自動車税環境性能割減免申請書（災害用）

年　　月　　日

（あて先）秋田県総合県税事務所長

申請者

住　　　所

（所在地）

氏　　　名

（名　称）

　地方税法附則第29条の10第１項及び定置場所在市町村の市町村税条例の規定により、
次のとおり申請します。

区 分 滅失又は損壊した(軽)自動車 代替 取 得 し た 軽 自 動 車

（軽）自動車車両（登録）番号

（ 軽 ） 自 動 車 車 台 番 号

定置場（使用の本拠の位置）

( 軽 ) 自 動 車 の 用 途 及 び
自 家 用 ・ 事 業 用 の 別

取 得 （ 登 録 ） 年 月 日 年　　月　　日 年　　月　　日

新車新規・中古車新規・
所有権移転・使用者変更

新車新規・中古車新規・
所有権移転・使用者変更

取 得 の 種 類

滅失又は損壊した年月日 年　　月　　日

抹 消 （ 登 録 ） 年 月 日 年　　月　　日

課税標準となるべき価額 ① 円 ④ 円

税 率 ② ⑤
100 100

課 税 額 ③（①×②） 円 ⑥（④×⑤） 円

住所(所在地)
納 税 義 務 者

氏名(名　称)

減免を受けようとする理由

円

備 考

注　災害を受けたことを証明する書類及び登録事項等証明書（又は車検証の写し）を添えてこの申
　請書を提出してください。

減免を受けようとする額（③
の額。ただし、代替取得した
自動車の減免の場合は③又は
⑥のいずれか小さい額。）



様式第４号 その５ 軽自動車税減免申請書（特定非営利活動法人用）

(A4判)

備考

１ 「使用目的」の欄には、当該軽自動車を利用することとなる特定非営利活動の種類及びその内容を

記載してください。

２ 当該軽自動車の道路運送車両法(昭和26年法律第185号)第60条第1項に規定する自動車検査証又は道

路運送車両法施行規則(昭和26年運輸省令第74号)第63条の2第3項に規定する軽自動車届出済証の写

しを添付してください。

３ 当該軽自動車の譲り受けが無償でされたことを証する書類を添付してください。

軽自動車税環境性能割減免申請書（特定非営利活動法人用）

年 月 日

(宛先)秋田県総合県税事務所長

所 在 地

名 称

代表者の氏名

電 話 番 号

次のとおり、専ら当該特定非営利活動法人の定款に記載された特定非営利活動の用に供する自動車を

無償で譲り受けた軽自動車に係る軽自動車税環境性能割の減免の承認を受けたいので、地方税法第29条

の10第１項及び定置場所在市町村の市町村条例の規定により、申請します。

軽 自 動車 税 の

環 境 性 能 割

車 両 番 号

主た る 定 置 場 種 別

当該軽自動車

を譲 渡 し た 者

住所(所在地)

氏名(名 称)

取 得 年 月 日 年 月 日

使 用 目 的

備

考



様式第５号 軽自動車税環境性能割減免承認(不承認)通知書

軽自動車税環境性能割減免承認(不承認)通知書

年 月 日

申請者

住(居)所

(所在地)

氏 名 様

(名 称)

秋田県総合県税事務所長印

年 月 日付けで申請のあつた軽自動車税の環境性能割の減免について、地方税法附則

第29条の10第１項及び定置場所在市町村の市町村税条例により、次のとおり通知します。

年 度 年度
軽自動車税

環境性能割減免額

円

軽自動車の表示 車 両 番 号 定 置 場

承 認 し な い

理 由

この処分に不服

がある場合の

救 済 の 方 法

(この欄には、様式第１号の例による教示の文を記載すること。)



様式第６号 軽自動車税環境性能割減免申請受理印

軽自動車税環境性能割

減 免 申 請 受 理 済



様式第７号　軽自動車税環境性能割修正申告書

通信日付印 確認 精査

受付印

軽自動車税環境性能割修正申告書

　　年　　月　　日

（あて先）秋田県総合県税事務所長

納税義務者

住（居）所
（所在地）

氏　　　名
（名　称）

　地方税法附則第29条の11の規定により申告します。

軽 自 動 車
車 両 番 号

類別区分番号
（ 形 状 ）

車 名 型 式

取得年月日 　・　・　

定 置 場

住所

種別用途 譲渡者

氏名

摘 要 課 税 標 準 額 税 率 税 額

円 円
確定金額

100

既に確定
した金額 100

差 引 額

備 考

処
理
事
項



様式第８号　軽自動車税環境性能割還付（免除）申請書

通信日付印 確認 精査

受付印

軽自動車税環境性能割還付（免除）申請書

　　年　　月　　日

（あて先）秋田県総合県税事務所長

申 請 者

住（居）所
（所在地）

氏　　　名
（名　称） ㊞

　地方税法附則第29条の13(附則第29条の９第１項)の規定により、軽自動車税環境性能割の還付

（免除）を申請します。

円軽自動車税
環境性能割額

年度 年度 納付年月日 　　年　　月　　日

軽自動車車両番号
軽自動車の表示

定　置　場

譲渡担保財産設定の日 債 権 消 滅 の 日 譲渡担保財産移転の日

　　年　　月　　日 　　年　　月　　日 　　年　　月　　日譲渡担保財産の

場 合 住 所
(所在地)譲渡担保財産

の 設 定 者 氏 名
(名 称 )

返還事由

自動車返還の

場 合
取得年月日 　　年　　月　　日

返 還 先
返還年月日 　　年　　月　　日

取得年月日 滅失又は損壊した年月日 抹消年月日

　　年　　月　　日 　　　年　　　月　　　日 　　年　　月　　日

　　　　　　　　銀行　　　　　　　　支店

（普通預金・当座預金）　　　　　　　　口座番号

備 考

処
理
事
項

災害により滅失
又は損壊した場
合

還付を受けよう
とする金融機関
及び支払方法



様式第９号　軽自動車税環境性能割納税義務の免除（還付）申請書

確認 精査

　（あて先）秋田県総合県税事務所長
申請者

　　　　　　　　　　　　　　　　

口座番号

（備考）
　１　所有権が留保されている自動車等の場合は、使用者の氏名、住所を記載して下さい。
　２　納税義務者本人名義の口座に限ります。

通信日付印

軽自動車税環境性能割納税義務の免除（還付）申請書

　　年　　月　　日　　

　　住　所
　　氏　名　　　　　　　　
　　（名称）
　　電　話　　　（　　）

　地方税法附則第29条の９第１項及び附則第57条第　　項の規定により、軽自動車税環境性能割
の納税義務の免除（還付）を申請します。

区 分 新 た に 取 得 し た 軽 自 動 車
対象区域内用途廃止等自動車等に該
当することとなった(軽)自動車

所有者氏名（名称）

住所（本店等所在地）

登録番号（車両番号）

車 台 番 号

種 別 小型・軽自動車

主 た る 定 置 場

営業用・自家用の別 営業用・自家用 営業用・自家用

平成２３年３月１１日
における車の所在地

車の持出日・警戒区域
設 定 指 示 解 除 日

平成　　年　　月　　日に、車を
持ち出し　・　解除

用途廃止日・引取業者
に引き渡した日・解体

日

平成　　年　　月　　日に、車を
用途廃止　・　引渡し　・　解体

車両番号 登録番号等

銀行・金庫
組合・農協

本店・本所
支店・支所

口 座 名 義 人
（ カ タ カ ナ ）

預 金 種 別 普通・当座・

住所又は所在地
氏 名 又 は 名 称
電 話 番 号

そ の 他 必 要 事 項

　３　この申請書と併せて、用途廃止等をした自動車等が対象区域内用途廃止等自動車等である
　　ことを証する書類等を提出してください。

処
理
事
項

既に法附則第５７条第
１項、第２項又は第３
項の規定の適用を受け
た代替軽自動車等があ

る場合

還付を受けようとする
金融機関及び支払方法

申請者以外に当該申請
に 関 わ る 者



様式第10号　軽自動車税環境性能割払込金内訳書

軽自動車環境性能割払込金の内訳

払込金の対象年月：　　　　年

単位：円

秋田市

能代市

横手市

大館市

男鹿市

湯沢市

鹿角市

由利本荘市

潟上市

大仙市

北秋田市

にかほ市

仙北市

小坂町

上小阿仁村

藤里町

三種町

八峰町

五城目町

八郎潟町

井川町

大潟村

美郷町

羽後町

東成瀬村

月

当　　初 修正（増） 修正（減） 更正（増・証紙） 更正（増） 更正（減・現年） 払込金額 【参考】更正（減・過年）

件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額 金額 件数 金　額

201

202

203

204

206

207

209

210

211

212

213

214

215

303

327

346

348

349

361

363

366

368

434

463

464



様式第11号 軽自動車税環境性能割調定額等報告書

軽自動車税環境性能割調定額等報告書

調定の対象年度： 　　　　年度

秋田市

能代市

横手市

大館市

男鹿市

湯沢市

鹿角市

由利本荘市

潟上市

大仙市

北秋田市

にかほ市

仙北市

小坂町

上小阿仁村

藤里町

三種町

八峰町

五城目町

八郎潟町

井川町

大潟村

美郷町

羽後町

東成瀬村

当　　初 修正（増） 修正（減） 更正（増・証紙） 更正（増） 更正（減・現年） 決定 ○○年６月１日現在の過年度滞納 【参考】更正（減・過年）

件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額 件数 金　額

201

202

203

204

206

207

209

210

211

212

213

214

215

303

327

346

348

349

361

363

366

368

434

463

464



様式第 12 号 軽自動車税環境性能割徴収取扱費通知書

税 ―

年 月 日

市（町村）長 様

秋田県知事

軽自動車税環境性能割の徴収取扱費について

地方税法附則第２９条の１６に規定する軽自動車税環境性能割の徴収取扱費について、

地方税法施行令附則第１５条の２の４第３項の規定により、下記のとおり通知するので、

交付願います。

記

１．徴収取扱費の金額

２．徴収取扱費の算定期間 年度取得分

３．交付期限 通知があった日から３０日以内

金 額

（１）軽自動車税環境性能割に係る地方団体の徴収

金として払い込まれた額に政令で定める率を乗

じて得た金額

円

×

＝ 円

（２）県に納付された軽自動車税の環境性能割に係

る地方団体の徴収金を地方税法第１７条又は同

法第１７条の２の規定により県が還付し、又は充

当した場合における当該地方団体の徴収金に係

る過誤納に相当する金額として政令で定める金

額

円

（３）地方税法第１７条の４の規定により県が加算

した上記（２）の過誤納金に係る還付加算金に相

当する金額

円

合 計 円


